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本月報に関する照会は、日本銀行政策委員会室（03-3277-1987〈直通〉）までお寄せください。

※　日本銀行はインターネットによる情報提供を行っており、日本銀行
　作成の最新の論文や金融・経済データのほか、日本銀行の概要などを
　ご覧頂けます。
　・ホームページアドレス　http://www.boj.or.jp/
※　本月報の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合（引用は

　含まれません）は、予め日本銀行政策委員会室までご相談ください。

　　引用・転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。

本月報は古紙を含有する用紙を使用しています。
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1．議決事項

（ 1）金融政策決定会合関係 

◆ 「資金供給円滑化のための補完当座預金制度基本要領」の全面
改正等に関する件（1月28・29日）

　本委員会は、平成28年1月28・29日の金融政策決定会合において、金融調節の
一層の円滑化を図る観点から、下記の諸措置を講ずることを決定した注1）。

記

1.　「資金供給円滑化のための補完当座預金制度基本要領」（平成20年10月31日
決定）を別紙1.のとおり全面改正すること。

2.　「「共通担保資金供給オペレーション基本要領」等の特則に関する件」（平成
22年10月5日決定）を別紙2.のとおり全面改正すること。

注1） 　基本要領等については、インターネット・ホームページをご参照ください。
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◆金融市場調節方針の決定に関する件（1月28・29日）
　
　本委員会は、平成28年1月28・29日の金融政策決定会合において、次回金融政
策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすることを決定した。
　

記
　
　　　　マネタリーベースが、年間約80兆円に相当するペースで増加
　　　するよう金融市場調節を行う。
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◆資産買入れ方針の決定に関する件（1月28・29日）
　
　本委員会は、平成28年1月28・29日の金融政策決定会合において、資産の買入
れについて、下記のとおりとすることを決定した。
　

記
　
1.　長期国債について、保有残高が年間約80兆円に相当するペースで増加する
よう買入れを行う。ただし、イールドカーブ全体の金利低下を促す観点から、
金融市場の状況に応じて柔軟に運営する。買入れの平均残存期間は7年～12年
程度とする。

2.　ETFおよびJ-REITについて、保有残高が、それぞれ年間約3兆円、年間約
900億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。

3.　CP等、社債等について、それぞれ約2.2兆円、約3.2兆円の残高を維持する。

◆「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入」の公表に関
する件（1月28・29日）

　
　本委員会は、平成28年1月28・29日の金融政策決定会合において、「マイナス
金利付き量的・質的金融緩和」の導入について別紙のとおり公表することを決
定した。
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◆「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関する件（1月
28・29日）

　本委員会は、平成28年1月28・29日の金融政策決定会合において、貸出増加や
成長基盤の強化に向け、設備・人材投資に積極的な企業に対する支援という観
点も踏まえつつ、金融機関と企業・家計の前向きな行動を引き続き促していく
とともに、復興に向けた被災地金融機関の取り組みへの支援を継続する観点か
ら、下記の諸措置を講ずることを決定した注2）。

記

1.　「貸出支援基金運営基本要領」（平成24年12月20日決定）を別紙1.のとおり
一部改正すること。

2.　「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給基
本要領」（平成22年6月15日決定）を別紙2.のとおり一部改正すること。

3.　「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給に
おける貸付対象先選定基本要領」（平成22年6月15日決定）を別紙3.のとおり
一部改正すること。

4.　「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給に
おける出資等に関する特則」（平成23年6月14日決定）を別紙4.のとおり一部
改正すること。

5.　「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給に
おける小口投融資に関する特則」（平成24年3月13日決定）を別紙5.のとおり
一部改正すること。

6.　「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給に
おける米ドル資金供給に関する特則」（平成24年4月10日決定）を別紙6.のと
おり一部改正すること。

7.　「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給基本要

注2） 　基本要領等については、インターネット・ホームページをご参照ください。
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領」（平成24年12月20日決定）を別紙7.のとおり一部改正すること。

8.　「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給にお
ける貸付対象先選定基本要領」（平成24年12月20日決定）を別紙8.のとおり
一部改正すること。

9.　「系統中央機関の会員である金融機関による成長基盤強化を支援するため
の資金供給および貸出増加を支援するための資金供給の利用に関する特則」
（平成27年3月17日決定）を別紙9.のとおり一部改正すること。

10.　「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基本要領」
（平成23年4月28日決定）を別紙10.のとおり一部改正すること。

11.　「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーションにおける貸付
対象先選定基本要領」（平成23年4月28日決定）を別紙11.のとおり一部改正
すること。

12.　「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（平成23
年4月28日決定）を別紙12.のとおり一部改正すること。

13.　「日本銀行業務方法書中一部変更」（平成24年12月20日決定）を別紙13.の
とおり一部変更すること。

14.　「日本銀行組織規程中一部変更」（平成22年6月15日決定）を別紙14.のと
おり一部変更すること。

15.　「日本銀行組織規程中一部変更」（平成24年12月20日決定）を別紙15.のと
おり一部変更すること。
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◆「米ドル建の企業に対する証書貸付債権にかかる担保の適格性
判定等に関する特則」の制定に関する件（1月28・29日）

　本委員会は、平成28年1月28・29日の金融政策決定会合において、量的・質的
金融緩和を円滑に遂行するため、「米ドル建の企業に対する証書貸付債権にかか
る担保の適格性判定等に関する特則」を別紙.のとおり制定することを決定し
た注3）。

注3）　基本要領等については、インターネット・ホームページをご参照ください。
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◆「指数連動型上場投資信託受益権等買入等基本要領」の一部改
正等に関する件（1月28・29日）

　本委員会は、平成28年1月28・29日の金融政策決定会合において、量的・質的
金融緩和を円滑に遂行するため、下記の諸措置を講ずることを決定した注4）。

記

1.　「指数連動型上場投資信託受益権等買入等基本要領」（平成25年4月4日決定）
を別紙1.のとおり一部改正すること。

2.　「日本銀行業務方法書」（平成10年3月24日決定）を、3.の認可を取得するこ
とを条件に別紙2.のとおり一部変更すること。

3.　1.の実施に関し、日本銀行法（平成9年法律第89号）第43条第1項ただし書
きおよび同法第61条の2の規定に基づき、別紙3.および別紙4.のとおり財務大
臣および金融庁長官に認可を申請すること注5）。

注4）　基本要領等については、インターネット・ホームページをご参照ください。
注5）　1月29日に認可を申請し、2月4日、認可を取得しました。
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◆「経済・物価情勢の展望（2016年1月）」の基本的見解を決定す
る件（1月28・29日）

　
　本委員会は、平成28年1月28・29日の金融政策決定会合において、「経済・物
価情勢の展望（2016年1月）」の基本的見解注6）を決定した。

◆金融政策決定会合の議事要旨（2015年12月17、18日開催分）
に関する件（1月28・29日）

　本委員会は、平成28年1月28・29日の金融政策決定会合において、金融政策決
定会合の議事要旨（2015年12月17、18日開催分）注7）を承認した。

注6）　インターネット・ホームページをご参照ください（1月29日公表）。
注7）　インターネット・ホームページをご参照ください（2月3日公表）。
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（ 2）通常会合関係 

◆総裁の兼職を承認する件（1月8日）

　本委員会は、平成28年1月8日、「役員の兼職に関する特則」2．（2）イ．に基
づき、総裁について次の兼職を承認することを決定した。

兼　職　名 報酬の有無 任　期

Global Agenda Trustee for the Future of the 
Global Financial System, the World Economic 
Forum

無 2年

◆「日銀ネットにおけるオンライン入力開始時刻等に関する件」
の一部改正に関する件（1月19日）

　本委員会は、平成28年1月19日、「日銀ネットにおけるオンライン入力開始時
刻等に関する件」（平成27年7月31日決定）注8）を別紙．のとおり一部改正し、平
成28年2月15日から実施することを決定した。

注8） 　「日銀ネットにおけるオンライン入力開始時刻等に関する件」の全文については、
インターネット・ホームページをご参照ください。
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◆役員給与の改訂に関する件（1月26日）

　本委員会は、平成28年1月26日、「日本銀行における役員の給与等の支給の基
準」（平成10年4月28日決定）に基づき、平成27年度の年収を26年度対比0.4％引
き上げることとするため、役員手当を別紙1のとおり改訂し、平成27年12月1日
に遡り適用すること、および別紙2のとおり対外公表を行うことを決定した。注9）

注9） 　日本銀行の役員の給与等については、インターネット・ホームページをご参照く
ださい。
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◆政策委員会月報（平成27年12月）に関する件（1月26日）

　本委員会は、平成28年1月26日、政策委員会月報（平成27年12月）を承認した。
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2．報告事項

　　●金融機関の業務運営動向とリスクの状況に関する定例報告
　　　（金融機構局）
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